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　２００８年秋のリーマンショック以降の大量派遣切りから２年たちましたが、いまだ労働者派遣法の抜本改正は実現していません。むしろ、財界や派遣業界の圧力により、派遣の受入期間を３年から５年に引きのばすなど、今まで以上に、派遣労働者を低賃金、こま切れ雇用で都合よく利用しようとする動きがあります。低賃金・首切り自由の派遣労働をこれ以上放置することは許されません。　　　国会は、ただちに派遣法改正の審議を開始し、派遣労働者の生の声を聞き、徹底審議を尽くし、政府案を抜本修正し、労働者派遣法の抜本改正を実現すべきです。
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◆派遣労働者の保護のために必要不可欠な規制◆


 


 １ 製造業派遣の全面禁止


①そもそも製造業派遣は禁止されていたこと、②労働災害や健康被害が多発していること、③２００８年秋のリーマンショック以降、有期・無期契約を問わず全員解雇されていることから、製造業派遣は全面禁止されるべきです。


 ２ 登録型派遣の全面禁止


派遣会社に登録しておいて、派遣先が決まってはじめて派遣会社に雇用され、派遣先がない時は雇用が保障されない登録型派遣は全面禁止し、職業紹介による直接雇用にまかすべきです。


 ３ 期間の定めのない労働契約となる「みなし制度」の創設


派遣先による報復の危険をなくし、派遣労働者が安心して直接雇用を要求できるようにするためには、直接雇用後の労働契約は「期間の定めのない雇用契約」にすべきです。


 ４ 「均等待遇原則」の採用


正社員と派遣労働者の賃金差別をなくすために「均等待遇原則」をとりいれることは、世界の常識です。日本だけ「均等待遇原則」を導入できない理由はありません。派遣労働者にも、正社員との同一賃金と「期間の定めのない労働契約」を保障すべきです。
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実態報告その１


製造業派遣全面禁止の理由－ジェコーの場合


Ｔさん（女性）は、自動車の計器類を製造しているジェコー（埼玉県行田工場）で、偽装請負等で、夜勤専属で７年以上も働かされてきたことから、うつ病を発症しました。Ｔさんは、同じ人間で、同じ労働者で、仕事の内容も全く同じなのに、非正規労働者だけ夜勤をやらせて、体を壊せば使い捨てるジェコーのような企業がなくなることを訴えています。





実態報告その２


期間の定めのない労働契約にする必要性－日本トムソンの場合


Ａさんは、ベアリングの製造等をしている日本トムソン（兵庫県姫路工場）で、偽装請負で働かされてきました。兵庫県労働局の日本トムソンに対する職業安定法４４条違反などの是正指導により、Ａさんは日本トムソンに直接雇用されました。しかし、日本トムソンは、５ヶ月の契約期間を理由に、１回も契約更新することなくＡさんを雇止めにしました。報復のための更新拒否そのものです。





























均等待遇は世界の常識です！


①　ドイツ、フランス、イタリアなどヨーロッパ各国では、派遣労働者と正規労働者との均等待遇が法律上保障されています。また、２００８年１０月、ＥＵは「労働者の派遣に関する指令」を承認して議決しました。これにより、派遣労働者は、原則として、契約開始の１日目から、賃金、休暇、労働時間等の基本的な労働条件について、正規労働者と同様の扱いを受けることが保障されています。ＥＵ加盟２７カ国は、３年以内に、上記指令の規定を国内法に置き換えなければなりません。


②　韓国では、２００６年に、非正規職保護法制が成立し、派遣労働者に対する不合理な差別が法律で明確に禁止されました。「労働委員会を通じての差別の是正を行わないこと」や「労働者の差別是正申請を理由とした報復措置」には罰則が設けられ、差別是正が促進されています。














派遣法の規制強化は安定雇用をふやします！





派遣労働者の皆さん、安心して下さい。


派遣法の抜本改正は安定雇用をふやします！


派遣会社の団体等は、「労働者派遣に対する規制を強化すると、失業がふえる。」といって、派遣法の抜本改正に反対しています。


　しかし、例えば、製造業派遣が禁止されても、製造業における労働力の必要性がなくなるわけではありません。製造業派遣が禁止された場合、派遣先企業は、従来の派遣社員を期間社員等に切り替えて使用することになります。決して、失業がふえるわけではありません。さらに、徳島の光洋シーリングテクノでは、派遣先の期間社員になった後に正社員に切り替えさせ、賃金も大幅に上げさせています。


　製造業派遣や登録型派遣を禁止する場合、政府は、派遣労働者を直接雇用する事業主に対する「派遣労働者雇用安定化特別奨励金」等の助成制度を活用して、派遣先に対して、直接雇用をふやすように指導・援助すべきです。


　派遣法を抜本改正すれば、労働者に対する安定雇用は飛躍的にふえることになります。




















